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先週は､米国･イランの2週間停戦合意を受け原
油価格が急落､株式市場では買い戻しが進みまし
た。NYダウは週間で+3.0%､ナスダック総合指
数は同+4.7%､独DAX指数は同+2.7%､日経平
均株価は同+7.2%で終わりました。10年国債
利回りは米国が前週末比▲3bpの4.32%に低下
する一方､ドイツは同+7bpの3.06%､日本は同
+5bpの2.44%に上昇しました｡ドル円相場は前
週末比40銭円高の159円27銭､WTI期近は前週
末比▲13.4%の96.6ドル/バレルに低下しました。
週末に行われた米･イランの直接交渉は合意に

至らず､今週はその織り込みからスタートします。
この先､トランプ政権がどのような対応に出るか
に市場の関心が集まります。経済面では､米国で
3～4月分の景気指標が複数発表され､原油高の
影響を見極める材料となります。また､今週より
主要企業の1～3月決算発表が本格化します。イ
ラン情勢を受け､企業の収益見通しや設備投資計
画に変化が表れるかが注目点となります。

★：りそな景気先行指数関連指標

世界の主要半導体株で構成されるSOX指数が最高値を更新しました｡AI投資拡大による半導体需要の増加で､高
い利益成長が期待されています｡今週はTSMC社（台湾セミコンダクター）の決算発表（16日）に注目が集まります

★米・3月NFIB中小企業楽観指数 （14日）

◆米・3月PPI （14日）

★米・4月NAHB住宅指数 （15日）

◆中・1-3月期GDP （16日）

◆米・4月フィラデルフィア連銀指数 （16日）

～主要企業1-3月決算発表～
J.P.モルガン、ウェルズ･ファーゴ、シティーG（14日）

バンク･オブ･アメリカ（15日）、TSMC、ネットフリックス（16日）
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【出所】 ブルームバーグの公表データに基づき、りそなアセットマネジメント作成

【出所】 ブルームバーグ等の公表データに基づき、りそなアセットマネジメント作成
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・物価

（テーパリング示唆による金利急騰）

次回は 2026年4月20日発行予定です

イラン情勢が悪化した3月以降の世界株式･業種別指数の騰落率では､全11業種のうち原油高で収益増が期
待される「エネルギー」と半導体株が高い比重を占める「情報技術」の２セクターのみがプラスです

米国では原油高騰を背景にガソリン価格の上昇が続いており､米消費者の負担増に繋がっています｡トラン
プ政権は､ガソリン価格を引き下げるため､ホルムズ海峡の運行正常化に関与せざるを得ないとみられます
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